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 集落が社会的・空間的に開かれてきており、集落単体ではなく集落外との関わりも含めて集落を

捉え直す必要がある。本研究は集落内外の担い手に着目した今後の集落維持の在り方を検討するこ

とを目的として、(1)集落機能の変遷と(2)集落機能に関わる担い手の変遷から集落の変遷の全容を

把握した。その結果、集落内担い手や集落機能の縮退に伴い、集落機能へ関わる担い手が集落内か

ら集落外に広がり、集落外担い手が関わる集落機能の幅も拡大していることが明らかになった。	
 

 It is necessary to understand the village not only inside but also outside.In this research,focusing on the 
village supporters inside and outside of village,analyzed the transition village functions and its interactions. 
As a result, we clarified diversification the village supporters and village functions by the village supporters. 

	
 

1.はじめに	
 

1-1.研究背景と目的	
 

	
 農村集落(1)において、人口減少や高齢化、若年層の

流出による担い手不足などに伴い、土地利用や集落自

治の集落機能の問題が顕在化している 1)。そうした中、

2006 年に高齢化率が半数を超え集落機能の維持が困

難な集落を「限界集落」とみなす概念が提唱され、言

葉のイメージから地域にマイナスイメージを与えた 2)。 
	
 しかし、集落は従来まで社会的・空間的な単位とし

て閉ざされた自己完結型構造としてではなく、農業や

林業の需要の低下に伴う生業の変化や生活圏の拡大、

親世帯と子世帯の別居などの影響により、集落は集落

外に開かれてきている 1)3)。集落単体ではなく集落外の

関わりを含めて集落を捉え直す必要がある。これは、

2015 年の「新たな国土形成計画」の「対流促進型国土

の形成」で都市と農村の対流を重要視する政策にも表

れてきており 4)、そのようなことからも集落の中でも、

大都市近郊農村集落の可能性は大きいと考える。 
	
 本研究では、集落内外の担い手に着目し、(1)集落機

能の変遷と(2)集落機能へ関わる担い手の変遷の 2 つか

ら集落の変遷の全容を把握し、集落維持を考える上で

の集落及び集落内外の担い手の在り方への一助となる

ことを目的とする。 

 
1-2.用語の定義(図 1)	
 

【集落機能】土地利用と集落自治のことであり、維持

管理単位から個人から集落、地域に分類できる。	
 

【集落内外の担い手】集落内担い手は定住者を指し、

集落外担い手は、定住者の世帯主の子供である他出子

や親戚、元集落内担い手の血縁・地縁者や定住者の知

人や定住者と関係のない他所者と分類できる。対象の

他所者は、一時的な祭礼行事等に関わる人ではなく、

一定期間土地利用に関わる人のことを指す。 

	
 

1-3.研究の位置づけ	
 	
 

	
 本研究と関連する研究は大きく(1)集落機能に関す

る研究と(2)集落機能に関わる集落内外の担い手の関

わり方に関する研究に分類することができる。(1)高口

ら 5)は、集落機能とその維持管理システムの変遷を明

らかにした。(2)甲斐ら 6)は、他出した集落出身者を対

象にし、集落機能への関わりを明らかにした、佐久間

ら 7)は、他出した子供を対象にし、2002 年と 2015 年



 

の集落機能への関わり方を明らかにした。本研究は(1)
と(2)どちらにも位置し、(2)では定住者や他出した地

縁・血縁者のみでなく、集落に関わる担い手全体を扱

い、またそれらと集落機能の 2 つの変遷から集落維持

の在り方を検討する点に特徴がある。 
1-4.調査方法(表 1)	
 

	
 ヒアリング調査を行い 16 軒中 15 軒で行えた。集落

外担い手は集落内担い手へヒアリングで把握した。	
 

	
 
2.大都市近郊農村集落の特徴及び対象地の位置づけ	
 	
 

2-1.対象地の位置づけ(図 2) 	
 
	
 大都市(2)の大阪市と堺市の近郊を大阪府とし、その

集落機能が現存している可能性が高い市街化調整区域

を対象として農林業センサス 8)により 236 の農村集落

を抽出した。それらの農村集落を集落規模の「総戸数」

と「耕作面積」、集落活動性の「寄り合い回数」と「耕

作放棄率」、農業性の「農家率」を指標とし、全ての指

標がある集落の特徴及び流谷集落の位置づけを行った。	
 

	
 その結果、「総戸数」は 100 戸未満が 40%、100-200

戸が 30％であり大半が 200 戸未満である。流谷集落は

100 戸未満に属することから大多数のうちの 1 つであ

り集落規模は小さい。「耕作地面積」は 5-10(ha)と

10-15(ha)に属する集落が多く 54%を占めた。流谷集落

は 0-5(ha)に属し、9(%)と少なく集落規模が小さい。

「寄り合い回数」は、0-5(回)が 32%を占め、15(回)未

満で 73%を占めた。流谷集落は 20-25(回)に属し、8(%)

を占めることから集落数が少ない集落活動性が高い集

落である。「耕作放棄率」は 0-10(%)と 10-15(%)の集落

が多く、全体の 60%を占めた。流谷集落は 10-15(%)に

属し、25%を占めることから数多い集落の 1 つであり集

落活動性が高い。「農家率」は 40%未満で 75(%)を占め、

流谷集落は 50-60(%)に属し、9%を占めることから集落

数が少なく、農業性が高い。これより流谷集落は大都

市近郊農村集落の中でも集落規模が小さい、集落活動

性が高い、農業性が高い集落であることがわかる。	
 

2-2.対象地の概要(図 3)	
 

	
 流谷集落は、大阪府の南東端である河内長野市南部

に位置し、東は金剛山地で奈良県、南は和泉山脈で和	
 

歌山県との府県境である紀見峠の近傍に位置する。国

道や駅が近くに通っておりアクセスは確保されている

ことや駅近くに旅館が位置することから、金剛山に向

かう外国人観光客やハイキング客が多く訪れている 9)。	
 

	
 人口は、1985 年時点と比較すると約半数が減少し、

現在は 53 人で世帯数は 16 軒ある。高齢化率は約 47%

に達する。空き家は現在、4 軒ある。そういったこと

に伴い写真 1 のように荒廃している耕作地も見られる。	
 

	
 

3.集落機能の現状	
 

3-1.土地利用の現状(図 4)	
 

「森林」は従来、林業として利用されたが現在は数軒

のみ維持管理しており、森林組合に維持管理を委託し

ているところもある。	
 

「耕作地」は、写真 2 のように集落の特徴的な景観と

なっている棚田を生み出している。その状態は、田は

103枚で65.2%、畑は30枚で19%、荒廃地は25枚で15.8%

を占めた。また他出子や親戚、知人など集落外担い手

の関わりが多く見られた。	
 

「道路と河川」は年に 1 度、図 4 に示すカイトと呼ば

れる土地を区分する単位である下カイトと上カイトの

定住者ごとに掃除が行われ維持管理されている。道路

は河川や水路の配置に沿って形成されている。	
 

「水路」は 14 本の水路があり、水の受益者が維持管理

を行い、個人管理は 6 本、共同管理が 8 本ある。	
 

「民家」は現在 20 軒あり、4 軒が空き家である。集落

外からの二拠点居住として利用されている民家やオー

ストラリア人から購入された空き家がある。	
 

3-2.集落自治の現状(表 2)	
 

「役職・組織」は、自治を担う区長・副区長・会計は

3 役と呼ばれ、仕事量の多さから任期はほとんど守ら

れることがなく長年にわたり同じ人が担っている。他

にも多くの役職・組織があり、大半の民家がいずれか

の役職・組織を担っている。	
 



 

「祭礼行事」は、寺社仏閣を祀っている単位によりカ

イト、集落、2 つの集落と 3 つの範囲がある。湯立神

事やツナカケ、餅まきは写真 4,5,6 に示すように集落

外からの人が参加している。	
 

4.集落機能への集落内外の担い手の関わり方の現状	
 

4-1.集落内担い手の現状(図 5)	
 

	
 世帯構成は大きく高齢化世帯と普通世帯に分類でき、

それらは単身・夫婦・三世帯と分けることができる。

現在は高齢化世帯が 87%を占めている。	
 

	
 

4-2.集落外担い手の現状(表 3	
 図 6)	
 

	
 集落外担い手の居住地を表 3 に、居住地と流谷に来

る頻度の関係を図 6 に示す。居住地は血縁・地縁者と

他所者は同等の傾向を示し、②が一番多く、次に①が

多かった。統合してみると①と②で約 74%を占めるこ

とから集落外担い手の関わりの大半は流谷集落と近い

居住地の担い手であった。他出子のみ④がいたが兄弟

間で居住地を選択し片方は①や②に居住していること

がわかった。居住地と頻度の関係を見ると、居住地が

近いほど関わる頻度が高い傾向にあった。	
 

	
 

5.集落機能と集落内外の担い手の関わり方の変遷	
 

	
 土地利用の中でも大きく変化した耕作地と民家の状

態、所有、担い手の変遷を図 7 に、各期の概要・集落

機能への集落内外の担い手の関わり方の変遷・集落自

治の変遷を図 8 に示す。集落機能と担い手の関わり方

から	
 (1)集落内相互扶助期(1950-1981 年)、(2)縮退期	
 

(1982-2002 年)、(3)集落外関わり期(2003 年-2017 年)

の三つの期間に分けることができた。	
 

(1)集落内相互扶助期(1950-1981 年)	
 

この期間は定住者同士での助け合いが多く見られた。	
 

【集落機能(図 7 上から 2 つ目・図 8 右上)】	
 

耕作地は、田の需要より杉や南天の需要の方が高かっ

たため他に転用されること	
 [9,10]や、世代交代のため

畑化されることが見られた[4]。民家は水害の危険があ

り民家を壊し、隣の下天見集落に移転したこと[11]、

集落自治の変化は見られなかった。	
 

【担い手(図 8 左上・図 8 真ん中上)】	
 

世帯構成は高齢化世帯が見られなく、世帯主の大半が

若年層であった。定住者の世代交代が 1960 年代から

1980 年代にかけて集中しており、それに伴う維持管理

の困難な耕作地を定住者間で助け合っていた。集落外

担い手の関わりは他出子の数人のみ見られた。	
 

	
 (2)縮小期(1982-2002 年)	
 

この期間は集落機能・担い手のどちらの面も縮退した。	
 

【集落機能(図 7 上から 3 つ目・図 8 右真ん中)】	
 

耕作地は田枚数の減少[120→99(枚)]、畑枚数の増加

[27→32(枚)]、荒廃枚数の増加[13→28(枚)]と大きく

変化し、空き家も世帯主の他界が要因となり多く現れ

た[16,20,31]。集落自治は、1986 年と 1992 年に自治

役職が新たに追加されたが[い,ろ]、1995 年からは神

社の維持管理方法の変更や神社の祭礼行事に集落外の

担い手を呼び込むことが見られた[は,に]。	
 

【担い手(図 8 左真ん中・図 8 真ん中の真ん中)】	
 

人口は大きく減少し[90→76(人)]、世帯構成は 1/3 が

高齢化世帯で占めた。多くの子供が他出したことや民

家にのみ他所者が空き家を購入し二拠点居住すること

[21,28]や祭礼行事への一時的な関わりが見られた。	
 

(3)集落外関わり期(2003 年-2017 年)	
 

この期間は集落外の担い手の関わりが増加した。	
 

【集落機能(図 7 上から 4 つ目・図 8 右下)】	
 

耕作地は田枚数の増加[99→103(枚)]、他に転用される

ことにより畑枚数の減少[32→30]、荒廃枚数の減少[28

→25(枚)]など他の期と違う変化の傾向が見られた。空

き家は 2 軒見られた[33,42]。集落自治は、役職・組織

の廃止[へ,と]や担う人数の変更[ほ,ち]など縮退する

傾向にあった。しかし、地域単位で集落内外の交流の

促進を目的とした組織が設立されること[り]や他出し

た担い手も参加者として呼び込む祭礼行事が開催され

ること[ぬ]からも集落自治も外に開かれてきている。	
 

【担い手(図 8 左下・図 8 真ん中下)】	
 

人口は大きく減少し[75→53(人)]、高齢化世帯が 87％

を占めた。耕作地に定住者のサブとして関わる他出子

や、代わりとして担う親戚[34]や多くの他所者

[32,37,39,43,47]など集落外担い手の多く関わりが見

られた。他にも空き家購入[38]や陶芸を行う小屋を借

りること[44]など集落外から多様な関わりが見られた。	
 



 

	
 



 

	
 



 

6.まとめ(図 9)	
 

	
 本研究は、大都市近郊の農村集落から流谷集落を位

置づけ(2 章)、集落機能とそれへの集落内外の担い手

の関わり現状を把握し(3・4 章)、それらの変遷から集

落の変遷の全容を紐解き、それらを体系立てた(5 章)。	
 

集落機能の変化に伴う担い手の関わり方を図 9 に示す。	
 

【集落機能】	
 

耕作地は(1)期から(2)期は、林業や南天の需要が高く

畑化されることや世代交代の困難さから荒廃に変化し

た。しかし、(2)期から(3)期は集落外からの関わりも

あり、田割合が増加し、畑は他に転用されることもあ

り減少、荒廃も減少した。空き家は、各期で見られそ

の数も増加していった。集落自治は、(1)期は変化が見

られなく、(2)期の途中から新しい役職ができるなど拡

大傾向にあった。しかし、神社の維持管理方法の変化

や祭礼行事に集落外の人も呼び込んだ。(3)期では神社

の役職人数を人口に応じた数に振り分けや役職・組織

の廃止や統合などからも縮退する流れにあった。しか

しまちづくり協議会が設立したことや、他出した担い

手を呼び込む祭礼行事が開催されるなど集落外に開か

れてきていることがわかる。	
 

【担い手】	
 

人口は減少する流れにあった。世代交代の大半が 1960

年代から 1980 年代に行われたこともあり、世帯構成は

(1)期では高齢化世帯が見られなかったが、(2)期では

1/3、(3)期では 87%になるなど、世帯の高齢化が進ん

だ。世帯数は(1)期は 21 世帯いたが、現在は 16 世帯と

二拠点居住者 1 世帯である。空き家へは、二拠点居住

の場として利用することやオーストラリア人が空き家

を購入することなど見られた。耕作地へは、(1)期目は

定住者間の関わりが多く、(2)期は世帯内で担うことが

多く、(3)期は集落外の関わりが多く見られた。全体で

みても集落内で担う割合は 91.2%→91.8%→59.5%と減

少し、集落外で担う割合は 8.8%→5%→38.6％と増加し

た。このようなことから集落内外の担い手が果たす役

割は変化していることがわかる。	
 

【今後の集落維持】	
 	
 

現在は世帯主の高齢化が進んでおり、後継者が不足で

あることから、今後の集落維持には定住という視点の	
 

みではなく、集落外からの関わりがより重要になって

くる。しかし、流谷集落に集落外から関わる二拠点居

住者は集落機能のうち、個人単位の民家は関わってい

るがその他の集落・地域単位の集落機能の関わりはな

かった。その理由は、誘われず参加していいのか分か

らないことなどであった。集落は集落外に開かれてき

ているが、集落外担い手をどう関わって良いか分から

ず、集落機能への関わりが連鎖的に繋がっていない状

況が見られる。集落も縮退しており、集落単位・地域

単位で集落外担い手と集落機能を繋げる媒体となるこ

とが今後の集落内のみではない、集落外担い手も含め

た集落維持を考える上で重要となってくると考える。	
 
【補注】	
 

(1)農村集落の定義がある中で、農林水産省農林業センサスが示す定義とす

る。市区町村の区域の一部で農業上形成されている地域社会。もともと自然

発生的な地域社会であって、家と家とが地縁的、血縁的に結ぶつき、各種の

集団や社会関係を形成してきた社会生活の基礎的な単位のことである。	
 

(2)大都市とは政令指定都市及び東京都特別区域部。	
 

(3)スタージェスの公式とは、階級数を決定する公式である。階級の数

=1+log2N(N はデータ数を示すもので、本研究では農村集落数)	
 

	
 (4)集落機能への定住者や血縁・地縁者、他所者の関わりが重複している場

合は、図 1 の定義に示す円の外側を優先する。	
 

(5)各期の世帯構成は期間の最終年のものを示す。65 歳以上が 1 人のみの一

般世帯を高齢者単身世帯といい、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦 1 組を高

齢夫婦世帯といい、それに準ずる世帯主の親と同居している世帯もその世帯

に含むものとして表示する。世帯主の一世帯前まで把握した世帯構成を示す。	
 

(6)他出子の耕作地への関わりは色で示すが理由は示さない。元集落内担い

手の他出理由等は示すが、その後の所有民家・耕作地への関わりは示さない。	
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